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表５　２０２５年度　臨海部等の大規模事業関連予算
事業名 予算額

国際コンテナ戦略港湾関連 合計　９４億７７３８万円
コンテナターミナルの利用促進・活性化
(内訳)  京浜港広域連携推進事業費
 東扇島コンテナターミナル整備費
 東扇島コンテナターミナル管理運営費
 （受変電設備、荷役機械設備等の保守点検など）

一般会計・特別会計
一般会計・特別会計

特別会計
特別会計

２９億８７０８万円
１億７１５２万円
２５億７８１１万円
２億３７４５万円

ポートセールス事業等 一般会計・特別会計 ４９４万円
東扇島コンテナ事業推進費 特別会計 ９６７万円
港湾改修事業（国際戦略港湾）費 一般会計 ２億４１９万円
臨港道路東扇島水江町線整備 一般会計・特別会計 ３４億８１６２万円
東扇島堀込部の埋立土地造成事業 特別会計 ２７億８９８８万円
臨海部の戦略的な産業集積と基盤整備 合計　１８億３０５０万円
臨海部活性化推進事業費（臨海部活性化推進事業費、臨海部PR
推進事業費、臨海部競争力強化事業費） 一般会計 １億４１５万円

国際戦略拠点地区整備推進事業（国際戦略拠点地区整備推進事
業、マネジメント推進事業、特区推進事業、その他） 一般会計 １億９５０６万円

サポートエリア整備推進事業（サポートエリア整備推進事業費、大師橋
駅前地区整備、浮島地区土地利用推進事業、塩浜３丁目周辺地区整
備推進事業）

一般会計 ７億２７０７万円

戦略拠点形成推進事業 一般会計 ８４７７万円
臨海部の大規模土地利用の推進事業 一般会計 ５億５５６万円
交通ネットワークの形成推進（通勤環境向上事業費、羽田空港
周辺アクセス機能向上事業、通勤環境向上整備事業、基幹的交
通ネットワーク整備推進事業）

一般会計 ３８８１万円

ナノ医療イノベーションセンター研究促進事業費 一般会計 １億３０００万円
水素戦略・カーボンニュートラル産業推進事業（水素戦略推進
事業、カーボンニュートラルコンビナート推進事業） 一般会計 ４５０８万円

高速川崎縦貫道路関連 合計　６５９２万円
川崎縦貫道路整備事業費 一般会計 １９４２万円
水道事業会計　川崎縦貫道路関連施設整備事業費 水道事業会計 計上なし　　　
高速川崎縦貫道路整備事業費４０９号新設改築 一般会計 ４６５０万円

合　計 １１３億７３８０万円

教
員
へ
の
奨
学
金
返
還

支
援
制
度
を
新
設

　
正
規
職
員
の
採
用
に
向
け
た

取
組
の
推
進
、
中
で
も
市
議
団

が
繰
り
返
し
求
め
て
き
た
「
教

員
の
奨
学
金
返
還
支
援
制
度
」

が
こ
の
度
実
現
し
ま
し
た
。
し

か
し
対
象
が
成
績
上
位
者
４０
名

の
み
で
全
く
足
り
ま
せ
ん
。
東

京
都
は
、
今
年
４
月
以
降
に
都

内
の
教
員
や
技
術
系
の
公
務
員

に
採
用
さ
れ
た
人
に
対
し
、
奨

学
金
を
返
済
す
る
仕
組
み
を
来

年
に
も
開
始
。
採
用
２
年
目
か

ら
１１
年
目
ま
で
を
対
象
に
毎
年

１５
万
円
、
最
大
１
５
０
万
円
の

返
済
を
都
が
行
い
教
員
は
３
０

０
０
人
を
想
定
し
て
い
る
と
の

こ
と
。
川
崎
市
も
成
績
上
位
者

に
限
ら
ず
、
対
象
者
全
て
に
支

援
を
行
う
べ
き
で
す
。

　
以
下
は
前
進
し
た
項
目
で
す
。

▽
ス
ク
ー
ル
ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー

カ
ー
配
置
事
業
費
１
億
５
千

万
円
（
各
区
２
名
体
制
に
）

▽
部
活
動
指
導
員
事
業
費
１
億

４
千
万
円
（
前
年
比
３
５
０

０
万
円
増
）

▽
体
育
館
へ
の
空
調
設
置
、
５

千
万
円
（
新
規
）
２
０
２
５

年
度
か
ら
設
計
に
着
手
す
る

１５
校
の
う
ち
８
校
は
２
０
２

６
年
度
に
、
７
校
は
２
０
２

７
年
度
に
供
用
開
始
予
定
。

残
り
の
１
５
５
校
は
早
期
整

備
の
た
め
２
０
２
５
年
度
中

に
整
備
内
容
、
ス
ケ
ジ
ュ
ー

ル
、
事
業
手
法
等
を
検
討
し

整
備
方
針
を
策
定
し
た
上
で

整
備
を
実
施

▽
学
校
給
食
に
つ
い
て
、
物
価

高
騰
に
よ
る
小
中
学
校
の
保

護
者
負
担
を
軽
減
、
４
・
６

億
円
（
市
費
と
国
の
交
付
金

で
折
半
、合
計
で
約
９
億
円
）

環
　
境

太
陽
光
発
電
設
備
等

の
設
置
費
が
拡
充

脱
炭
素
化
の
推
進
と
し
て
、

太
陽
光
発
電
設
備
等
設
置
費
補

助
金
に
８
億
円
の
予
算
が
付

き
、
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。
２
０

２
５
年
度
か
ら
開
始
す
る
新
築

建
物
へ
の
太
陽
光
発
電
設
備
の

義
務
化
制
度
等
を
踏
ま
え
、
再

エ
ネ
普
及
・
地
産
地
消
に
向
け

た
住
宅
用
太
陽
光
発
電
設
備
、

蓄
電
池
等
の
設
備
導
入
を
市
民

（
個
人
）
対
象
に
行
い
ま
す
。

補
助
件
数
を
４
０
０
件
か
ら
３

３
０
０
件
に
増
や
し
、
蓄
電
池

の
補
助
単
価
も
増
額
し
ま
す
。

（
表
８
）

資
源
リ
サ
イ
ク
ル

回
収
を
拡
大

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
中
間
処

理
、
再
商
品
化
委
託
経
費
と
し

て
新
規
予
算
が
２
億
８
８
３
０

万
円
計
上
さ
れ
ま
し
た
。
こ
れ

は
、
川
崎
区
に
続
き
幸
区
、
中

原
区
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
資
源
リ

サ
イ
ク
ル
回
収
を
拡
大
す
る
も

の
で
、
今
後
高
津
区
な
ど
に
も

拡
大
し
て
い
く
予
定
。

街
路
樹
維
持
管
理

事
業
費
が
増
額

街
路
樹
の
維
持
管
理
費
が
５

億
８
２
３
万
円
に
拡
充
。
全
国

都
市
緑
化
か
わ
さ
き
フ
ェ
ア
の

取
り
組
み
に
よ
り
開
始
し
た
み

ど
り
の
ま
ち
づ
く
り
の
継
続
・

発
展
に
５
８
１
０
万
円
、
春
フ

ェ
ア
開
催
経
費
に
３
億
１
９
０

４
万
円
。
持
続
可
能
な
公
園
の

維
持
管
理
を
め
ざ
し
、
公
園
の

利
活
用
、
維
持
管
理
を
学
べ
る

活
動
体
験
や
講
座
を
全
区
で
実

施
、
公
演
活
動
プ
ロ
グ
ラ
ム
集

の
整
備
な
ど
に
３
２
０
０
万
円
。

▽
商
業
力
強
化
事
業
１
９
２
０

万
円
（
公
衆
浴
場
の
燃
料
費

へ
の
補
助
）

▽
中
小
企
業
経
営
革
新
支
援
事

業
に
２
億
５
０
０
０
万
円

（
デ
ジ
タ
ル
化
の
導
入
や
機

械
な
ど
の
購
入
へ
の
補
助
）

▽
信
用
保
証
等
促
進
事
業
２
億

４
４
６
万
円
（
保
証
料
補
助

を
５０
％
か
ら
７０
％
に
）

▽
農
業
生
産
緑
地
振
興
事
業

　
８
１
７
万
円
（
ビ
ニ
ー
ル
ハ

ウ
ス
の
燃
料
費
高
騰
へ
の
補

助
）

▽
園
芸
振
興
対
策
事
業

　
１
０
０
０
万
円
（
機
械
購
入

へ
の
補
助
）

雇  

用

雇
用
促
進
の
予
算

に
転
換
を

　
雇
用
関
係
の
予
算
は
５
億
１

１
２
８
万
円
で
、
前
年
度
よ
り

２
３
８
０
万
円
マ
イ
ナ
ス
に
な

っ
て
い
ま
す
。
さ
ら
に
今
年
度

か
ら
「
就
職
氷
河
期
世
代
応
援

事
業
費
」
の
予
算
が
つ
か
な
く

な
り「
女
性
就
業
支
援
事
業
費
」

は
２
０
２
０
年
度
以
降
、
経
済

労
働
費
の
予
算
は
あ
り
ま
せ

ん
。
就
職
支
援
事
業
費
は
５
６

７
万
円
マ
イ
ナ
ス
と
、
市
民
の

雇
用
を
応
援
す
る
も
の
に
は
な

っ
て
い
ま
せ
ん
。

　
市
内
中
小
企
業
に
と
っ
て
も

人
材
確
保
は
重
要
な
課
題
で
あ

り
、
教
員
で
は
実
現
し
ま
し
た

が
、
市
議
団
で
は
奨
学
金
返
還

支
援
制
度
の
導
入
を
求
め
て
い

ま
す
。
内
閣
府
の
調
査
で
は
２

０
２
４
年
６
月
時
点
で
、
奨
学

金
返
還
支
援
制
度
を
実
施
し
て

い
る
地
方
公
共
団
体
は
８
１
６

市
区
町
村
あ
り
、
前
年
比
か
ら

９９
増
加
し
て
い
ま
す
。
千
葉
県

で
は
返
還
額
を
上
限
３
０
７
・

２
万
円
で
全
額
補
助
し
採
用
２

年
目
か
ら
１０
年
間
支
援
す
る
な

ど
、
手
厚
い
事
例
が
全
国
で
相

次
い
で
い
ま
す
。
本
市
で
も
同

様
の
制
度
を
、
す
べ
て
の
対
象

者
に
早
期
実
施
す
べ
き
で
す
。

子
育
て

デ
ジ
タ
ル
で
な
く

抜
本
的
な
子
育
て

施
策
を

　
２
０
２
６
年
１
月
に
導
入
予

定
の
「
か
わ
さ
き
子
育
て
ア
プ

リ
の
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
」
に
約
３

千
万
円
の
予
算
が
割
か
れ
、
速

や
か
な
情
報
提
供
や
妊
娠
出
産

費
が
当
初
の
約
４
倍
、
１
９
５

０
億
円
に
な
り
、
さ
ら
に
、
Ｊ

Ｆ
Ｅ
撤
退
の
後
の
土
地
利
用
転

換
で
の
扇
島
へ
の
ア
ク
セ
ス
道

路
や
水
素
拠
点
の
た
め
の
港
の

整
備
な
ど
に
市
費
２
０
５
０
億

円
が
想
定
さ
れ
て
い
ま
す
。

　
一
方
、
融
資
を
除
い
た
中
小

企
業
支
援
事
業
関
連
予
算
は
、

一
般
会
計
予
算
の
０
・
１７
％
に

過
ぎ
ま
せ
ん
。
事
業
所
の
９９
％

を
占
め
る
中
小
企
業
に
は
１6
億

円
ほ
ど
で
、
必
要
か
ど
う
か
も

わ
か
ら
な
い
臨
海
部
の
大
規
模

事
業
に
は
数
千
億
円
の
予
算
が

振
り
向
け
ら
れ
て
い
ま
す
。

な
ど
１
１
５
億
円
と
な
り
、
特

に
、
東
扇
島
コ
ン
テ
ナ
タ
ー
ミ

ナ
ル
整
備
費
は
昨
年
の
３
倍
に

跳
ね
上
が
り
ま
し
た
。（
表
５
）

　
ま
た
、
臨
港
道
路
は
、
事
業

時
の
手
続
き
を
オ
ン
ラ
イ
ン
で

行
え
る
こ
と
や
、
乳
幼
児
の
健

康
診
断
も
ス
マ
ホ
か
ら
予
約
で

き
る
よ
う
に
な
る
な
ど
、
Ｄ
Ｘ

化
（
デ
ジ
タ
ル
技
術
に
よ
る
サ

ー
ビ
ス
効
率
・
向
上
化
）
が
進

め
ら
れ
て
い
ま
す
。
便
利
に
な

る
一
方
、
Ｄ
Ｘ
化
に
関
す
る
こ

と
が
中
心
で
子
育
て
施
策
と
し

て
充
実
し
て
い
る
と
は
言
い
難

い
も
の
に
な
っ
て
い
ま
す
。

妊
婦
健
診
、

産
後
ケ
ア
事
業
が
拡
充

▽
妊
婦
健
診
の
公
費
負
担
が
拡

充
。
妊
婦
一
人
８
９
０
０
０

円
の
補
助
券
か
ら
、
今
年
７

月
よ
り
１
３
５
０
０
０
円
の

受
診
券
に
。

▽
産
後
ケ
ア
事
業
の
拡
充
、
夜

間
２
名
以
上
の
看
護
職
配

置
、
特
に
支
援
を
必
要
と
す

る
利
用
者
受
け
入
れ
促
進
で

安
全
配
慮
の
充
実
１
億
６
千

万
円
（
前
年
比
６
５
０
０
万

円
増
）

▽
放
課
後
等
の
居
場
所
づ
く
り

事
業
費
４
９
０
０
万
円
（
前

年
比
２
５
０
０
万
円
増
）

▽
児
童
虐
待
対
策
推
進
費
、
児

童
相
談
所
等
体
制
強
化
事
業

費
７
５
０
０
万
円
（
前
年
比

２
８
０
０
万
円
増
）

　
隣
の
東
京
都
は
こ
の
間
、
子

育
て
の
経
済
的
負
担
を
軽
減
す

る
事
業
を
相
次
い
で
発
表
し
て

お
り
、
い
わ
ゆ
る
「
多
摩
川
格

差
」
は
広
が
る
一
方
で
す
。
新

年
度
予
算
で
、
市
は
「
安
心
し

て
子
ど
も
を
産
み
育
て
ら
れ
る

環
境
づ
く
り
」
を
重
点
施
策
と

し
て
お
り
、
予
算
が
拡
充
さ
れ

一
定
の
前
進
し
た
部
分
は
あ
り

ま
す
が
、
肝
心
の
子
育
て
政
策

に
関
わ
る
予
算
拡
充
は
隅
に
置

か
れ
て
い
ま
す
。

　
小
児
医
療
費
助
成
制
度
の
実

施
状
況
は
、
県
内
で
は
昨
年
度

か
ら
変
化
は
な
く
、
川
崎
市
は

引
き
続
き
中
学
校
卒
業
ま
で
、

一
部
負
担
金
も
継
続
さ
れ
た
ま

ま
に
な
っ
て
い
ま
す
。
こ
の
た

め
県
内
で
は
依
然
と
し
て
最
低

（
表
６
）
全
国
の
政
令
指
定
都

市
で
み
て
も
川
崎
市
は
ワ
ー
ス

ト
５
に
入
り
ま
す
。（
表
７
）

市
が
試
算
し
た
、
同
制
度
の
一

部
負
担
金
を
撤
廃
し
対
象
年
齢

を
高
校
３
年
生
（
１８
歳
）
ま
で

拡
充
し
た
場
合
の
予
算
は
約
８２

億
５
千
万
円
で
、
あ
と
１３
億
７

千
万
円
あ
れ
ば
で
き
ま
す
。
政

令
指
定
都
市
の
中
で
も
全
国
ト

ッ
プ
の
財
政
力
を
持
つ
川
崎
市

な
ら
、十
分
に
実
現
可
能
で
す
。

教
　
育

　
教
員
不
足
に
つ
い
て
、
２
月

１
日
現
在
で
教
員
の
未
充
足
は

２
０
２
・
５
名
と
な
り
、
昨
年

同
月
の
１
４
２
・
５
名
を
大
き

く
上
回
っ
て
過
去
最
多
と
な
り

ま
し
た
。
２
月
時
点
で
休
職
と

な
っ
た
教
員
は
９１
名
、
業
務
過

多
に
よ
る
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
不
足
等
、
未
充
足
が
常
態
化

し
て
い
る
職
場
環
境
の
改
善
は

急
務
で
す
。

非
常
勤
講
師
の

勤
務
条
件
改
善
予

算
が
拡
充

　
市
は
「
持
続
可
能
な
学
校
運

営
体
制
の
構
築
に
向
け
た
教
員

の
人
材
確
保
と
負
担
軽
減
の
取

組
」
と
し
て
、
約
３０
億
円
の
予

算
が
付
け
ら
れ
ま
し
た
。
主
な

内
訳
は
、
①
非
常
勤
講
師
の
勤

務
条
件
の
改
善
に
約
２９
億
円

（
前
年
比
約
７
億
円
増
）、
②
働

き
方
改
革
・
働
き
や
す
い
職
場

環
境
づ
く
り
の
推
進
に
２
９
０

８
万
円
（
前
年
比
９
９
１
万
円

増
）、
③
正
規
職
員
の
採
用
に

向
け
た
取
組
の
推
進
に
６
２
２

７
万
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

非
常
勤
講
師
の
勤
務
条
件
の
改

善
は
、
任
用
週
数
を
最
大
５２
週

(

通
年
任
用)

に
拡
充
す
る
こ
と

で
、
年
間
を
通
じ
て
安
心
し
て

働
け
る
雇
用
と
研
修
を
受
け
る

機
会
の
確
保
を
図
る
も
の
で
す
。

　
働
き
方
改
革
・
働
き
や
す
い

職
場
環
境
づ
く
り
の
推
進
は
、

小
中
学
校
の
業
務
改
善
を
促
進

し
学
校
巡
回
や
遠
隔
面
接
を
行

う
産
業
医
を
増
員
す
る
な
ど
、

学
校
事
情
に
即
し
た
効
果
的
な

対
策
を
実
施
す
る
も
の
で
す
。

不
要
不
急
の
大
規
模

事
業
に
１
１
５
億
円

の
予
算

　
新
年
度
の
臨
海
部
の
大
規
模

事
業
予
算
は
、
臨
港
道
路
東
扇

島
水
江
町
線
に
３５
億
円
、
東
扇

島
堀
込
部
埋
立
に
２８
億
円
、
コ

ン
テ
ナ
タ
ー
ミ
ナ
ル
に
３０
億
円

※１　③、④は太陽光発電設備の新設とあわせて申請する場合、⑤は既に太陽光発電設備設置済の方
などが蓄電池のみ申請する場合

※２　市域への再エネ電力の普及・地産地消を促進するために、申請要件を類型化（③～⑤）
※３　①～⑥の設備項目ごとの予算額については、事業開始までに公表

令和６年度 補助件数約４００件

⇨

令和７年度 補助件数約３，３００件（見込み）

設備項目 補助単価 予算
（千円） 設備項目 補助単価 予算

（千円）

①太陽光発電設備
（FIT適用しない）

７万円／kW（上限２８万円）
または経費の１／２
いずれか低い額

２０４，２５０

①太陽光発電設備
（FIT適用しない）

７万円／kW（上限２８万円）
または経費の１／２
いずれか低い額

８００，０００

②太陽光発電設備
（FIT適用する） ４万円／件 ②太陽光発電設備

（FIT適用する） ４万円／件

③蓄電池
１０万円／kW（上限７０万円）
または経費の１／２
いずれか低い額

③蓄電池（①と同時申請）
（※１・２）

１０万円／kW（上限７０万円）
または経費の１／２
いずれか低い額

④ＺＥＨ、ＺＥＨ＋ ２５万円／件、４０万円／件 ④蓄電池（②と同時申請）
（※１・２）

１０万円／kW（上限３０万円）
　または経費の１／２
いずれか低い額

⑤蓄電池（単独申請）
（※１・２）

１０万円／kW（上限３０万円）
または経費の１／２
いずれか低い額

⑥ＺＥＨ、ＺＥＨ＋ ２５万円／件、４０万円／件

表６　小児医療費助成（通院）の県内の状況
2025 年度予算での拡充分を含む 2025 年１月１日現在

都市名 対象年齢 所得制限 一部負担金
川崎市 中学卒業まで なし あり
横浜市 中学卒業まで なし なし

伊勢原市
18 歳に達する日
以後の最初の 3
月 31 日まで

なし なし

湯河原町 高校卒業まで なし なし
相模原市 高校卒業まで なし あり
横須賀市 高校卒業まで なし なし
平塚市 高校卒業まで なし なし
鎌倉市 高校卒業まで なし なし

藤沢市
満 18 歳に達する
日以後の最初の 3
月 31 日まで

なし なし

小田原市
18 歳に達する日
以後の最初の 3
月 31 日まで

なし なし

茅ヶ崎市
満 18 歳に達した
日以後最初の３月
31 日まで

なし なし

逗子市 高校卒業まで なし なし
三浦市 高校卒業まで なし なし

秦野市
18 歳（18 歳に達
する日以後の最初
の3月31日まで）

なし なし

厚木市 高校卒業まで なし なし
大和市 高校卒業まで なし なし
海老名市 高校卒業まで なし なし
座間市 高校卒業まで なし なし
南足柄市 高校卒業まで なし なし
綾瀬市 高校卒業まで なし なし
葉山町 高校卒業まで なし 　なし
寒川町 高校卒業まで なし なし
大磯町 高校卒業まで なし なし

二宮町
満 18 歳に達した
日以後最初の 3
月 31 日まで

なし なし

中井町 高校卒業まで なし なし

大井町
満 18 歳に達した
日以後最初の 3
月 31 日まで

なし なし

松田町 高校卒業まで なし なし
山北町 高校卒業まで なし なし
開成町 高校卒業まで なし なし
箱根町 高校卒業まで なし なし
真鶴町 高校卒業まで なし なし
愛川町 高校卒業まで なし なし
清川村 高校卒業まで なし なし

表７　小児医療費助成（通院）の政令市比較
2025 年度予算での拡充分を含む 2025 年１月１日現在

都市名 対象年齢 所得制限 一部負担金
名古屋市 高校卒業 なし なし
さいたま市 18 歳年度末 なし なし
千葉市
相模原市 18 歳年度末 なし あり

新潟市
静岡市
浜松市
大阪市
堺市
神戸市
岡山市
北九州市
福岡市
熊本市

高校卒業 なし あり

横浜市 中学卒業 なし なし
仙台市
川崎市
京都市

中学卒業 なし あり

札幌市※１ 中学卒業 あり あり
広島市 中学３年生 あり あり
※１ 札幌市　令和６年４月に通院の助成対象を中学生まで拡大するとともに、中
学生の課税世帯の入院に係る一部負担金を初診時一部負担金のみとした。令和７年
４月には、高校生世代※の通院・入院を新たに助成対象とする予定。

表８　太陽光発電設備等設置費補助　令和７年度　川崎市予算案についてより

２０２５年度川崎市予算案の特徴と課題２０２５年度川崎市予算案の特徴と課題

　

福祉・くらし優先の予算へ福祉・くらし優先の予算へ豊かな財政
いかして

不要不急の大規模開発をやめ不要不急の大規模開発をやめ


